様式第５号（第６条関係）
覚　　書

　福井市（以下「甲」という。）と　　　　　　　　　（以下「乙」という。）は、福井市道路除排雪機械整備費補助金交付要綱第６条３項に基づき、以下の事項に合意して覚書を取り交わす。

（対象事業）

１　本覚書は、　　　　年度道路除排雪機械整備費補助事業に適用する。
（目的）

２　乙は、福井市道路除排雪機械整備費補助金交付要綱（以下「要綱」という。）を遵守し、交付を受けた年度の末日から起算して１１箇年を経過する日まで、補助の対象となった道路除排雪機械（以下「補助対象機械」という。）を使用して、福井市管理道路の除排雪を行うものとする。ただし、道路除排雪業務委託契約については年度ごとに行うものとし、単価、施工場所についてはその都度契約するものとする。
（補助対象機械における除雪契約）

３　乙は、補助対象機械について、原則、交付を受けた年度の除雪契約から使用するものとする。
　　また、交付を受けた年度の末日から起算して１１箇年を経過する日までの除雪契約について、補助対象機械を使用する除雪路線を甲に報告するものとする。

（補助金の返還）

４　乙が要綱第５条の補助の要件を満たさなくなった場合、要綱第１２条の譲渡の制限に違反した場合、または要綱第１３条各号のいずれかに該当した場合は、要綱第１３条及び１４条の規定により甲は交付決定を取り消し、乙は次の算式に従い補助金を甲に返還するものとする。ただし、補助の要件を満たさなくなった理由が甲の事情による場合、または災害等やむを得ない事情であると市長が認めた場合はこの限りでない。
＜算式＞返還金＝補助額×除排雪未執行年数／１２年
（その額に１，０００円未満の端数があるときは、当該端数を切り捨てた額）
（除排雪未執行年数：補助対象機械を使用した道路除排雪業務契約を締結していない年度数）
（補助対象機械の使用）

５　乙は、交付を受けた年度の末日から起算して１１箇年が経過した後においても、補助対象機械を整備点検し、道路除排雪業務において、引き続き補助対象機械を使用し、業務に協力するものとする。
（その他）

６　前各条に定めていない事項、またはこの覚書に疑義が生じた事項については、その都度甲・乙協議して処理するものとする。

　以上を確認した証として、本書面を２通作成し、甲・乙記名押印のうえ、各々１通を所持する。

　　　　　年　　月　　日

甲
福井市大手３丁目１０－１

福井市長　西行　茂
乙


